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デジタルを活用した食のリーディングカンパニー育成支援事業費 

補助金実施要領 
 

（通則） 

第１条 デジタルを活用した食のリーディングカンパニー育成支援事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付については、秋田県財務規則（昭和３９年秋田県規則第４号。以下「財務規則」とい

う。）及び秋田県観光文化スポーツ部食のあきた推進課関係補助金等交付要綱（以下「要綱」とい

う。）によるほか、この要領に定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この補助金は、デジタルを活用してリーディングカンパニーを目指す事業者に対して、経営

規模の拡大や、生産性及び企業価値の向上に資する取組等に必要な経費を補助し、もって県内の食

品産業を牽引する食のリーディングカンパニーを育成することを目的とする。 

 

（定義） 

第３条 この要領において、「食品製造事業者」とは、次に掲げる全てに該当する者とする。 

（１）中小企業等経営強化法第２条第１項に規定する「中小企業者」であること。 

（２）日本標準産業分類の次に掲げるいずれかに該当する者であること。 

ア 大分類 E「製造業」、中分類０９「食品製造業」を営む者 

イ 大分類 E「製造業」、中分類１０「飲料・たばこ・飼料製造業」のうち、小分類１０１「清

涼飲料製造業」、１０２「酒類製造業」、１０３「茶・コーヒー製造業」又は１０４「製氷

業」を営む者 

ウ 大分類Ｉ「卸売業、小売業」、中分類５２「飲食料品卸売業」、小分類５２１「農畜産物・

水産物卸売業」または、５２２「食料・飲料卸売業」のうち、上記ア、イを営む者 

エ 大分類Ｉ「卸売業、小売業」、中分類５８「飲食料品小売業」のうち、上記ア、イを営む者 

（３）次に掲げるいずれかに該当する者（みなし大企業）でないこと。 

ア 発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している事業

者 

イ 発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している事業者  

ウ 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている事業者 

エ 発行済み株式の総数又は出資価格の総額を前各号のいずれかに該当する中小企業者が所有

しているもの。 

オ ア～ウに該当する中小企業者の役員又は職員を兼ねている者が役員総数のすべてを占めて

いるもの。 

２ この要領において、「伴走コーディネーター」とは、本事業の支援対象事業者が県内の食品産業を

牽引する企業へと成長するために実施する取組に対し、県や支援機関による連携支援のもと、支援

機関等の様々な施策を活用しながら伴走支援を実施する、県のコーディネーターのことをいう。 

３ この要領において、「事業計画」とは、県内の食品産業を牽引する事業者に成長することを目的と

して、生産性向上による賃金水準の向上や企業価値の向上等の取組内容を明確にするために、伴走

コーディネーターの協力のもと策定する計画のことをいう。 

４ この要領において、「付加価値額」とは、営業利益、人件費及び減価償却費の合計をいう。 

５ この要領において、「労働生産性」とは、前項に示す付加価値額を従業員数で除した値をいう。 

６ この要領において、「給与支給総額」とは、役員並びに従業員に支払う給料、賃金及び賞与のほ

か、給与所得とされる手当（残業手当、休日出勤手当、家族（扶養）手当、住宅手当等）の合計をい
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う。 

 

（支援対象事業者） 

第４条 この事業の支援対象事業者は、次に掲げる全てに該当する事業者（個人及び個人事業主を除

く）で、かつ、知事の採択を受けた事業者（以下「支援対象事業者」という。）とする。 

（１）前条第１項に規定する食品製造事業者であること。ただし、別記に該当する事業を営む者を除

く。 

（２）県内に当該事業者の主たる拠点を有し、かつ県内において１年以上の事業実績があること。 

（３）当該企業の生産拠点、又は開発拠点が県内にあり、事業計画の主たる実施拠点が県内であるこ

と。 

（４）10年後の年間の売上げ概ね 20 億円以上の目標を掲げる事業者であること。 

（５）直近の決算期における年間の売上げが２億円以上、または、直近５年のうち２年以上の売上げ

が２億円以上の事業者であること。 

（６）将来、県内の食品産業を牽引する事業者へと成長しようとする意欲が高く、５年間で次の基準

を達成する事業計画を策定すること。 

ア 労働生産性の伸び率が年率平均３．０％以上 

イ 給与支給総額及び初任給の伸び率が年率平均１．５％以上 

（７）各年度における総事業費のうち、１０％以上をＡＩ、ＩｏＴなどのデジタル技術導入への投資

に充てること。 

（８）次に掲げる欠格事項に該当しないこと。 

ア 国税又は地方税の滞納があること。ただし課税庁が認めた納入計画を立てているものを除

く。 

イ 県又は公的金融機関（以下「債権者」という。）からの融資（間接融資を含む）等を受けて

いる場合、その債務の履行を怠り又は滞っていること。ただし、債権者が認めた返済計画があ

るものを除く。 

ウ 事業者及びその役員が、暴力団等の反社会的勢力であること。また、反社会的勢力と関係を

有していること。 

エ 本事業に関し不正又は不誠実な行為をする恐れがあると認めるに足りる相当の理由がある

こと。 

（９）補助金の導入過程及び成果等一定の情報を公開するなど、県の施策推進に向けた事例紹介に

応じること。 

（１０）国や県の同様の制度（補助金、委託費等）を併用しないこと。 

 

（事業計画の策定） 

第５条 支援対象事業者の認定を受けようとする者は、様式第２号により事業計画の策定を行い、伴

走コーディネーターは第２条の目的を達成するため、次の各号に掲げる支援を行う。 

（１）県内の食品産業を牽引する事業者となるための事業計画の策定及び見直しの支援。 

（２）前号の事業計画を実現するために必要な指導・助言。 

 

（伴走コーディネーター） 

第６条 食のあきた推進課に伴走コーディネーターを配置する。 

２ 伴走コーディネーターは、支援対象事業者が本県の食品産業を牽引する事業者となりうるよう、

当該事業者の経営資源に基づいた事業計画の策定と実現のための助言・指導を行うものとする。 

３ 伴走コーディネーターは、補助事業終了後であっても、事業計画期間中は前項の業務を行うもの
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とする。 

 

（支援の条件） 

第７条 支援対象事業者は、審査委員会、中間評価会、県及び伴走コーディネーター等の助言に基づ

き、必要に応じて事業計画の見直しを行うものとする。 

２ 支援対象事業者は、当該事業終了後、事業計画の期間中の実績について、事業計画の進捗状況報告

書（様式第５号）により、決算関係書類を添付して、当該決算期末から３ヶ月以内に食のあきた推

進課へ報告し、必要に応じてその他経営情報を開示しなければならない。 

３ 支援対象事業者は、当該事業終了から５年経過したときに、前項の報告をし、必要に応じてその他

経営情報を開示しなければならない。 

 

（支援対象事業者の認定の取消） 

第８条 知事は、支援対象事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、支援対象事業者の認定を

取り消すことができる。 

（１）支援対象事業者の認定を受けた事業計画のすべてを確実に実施することができないと認めら

れるとき。 

（２）偽りその他不正な手段により認定を受けたとき。 

 

（補助事業） 

第９条 第２条の目的を達成するため、県は、支援対象事業者が県内の食品産業を牽引する事業者へ

と成長するために事業計画に基づいて行う事業に要する費用の一部を補助できるものとする。 

２ 補助事業の種類は次に掲げるものとする。 

（１）令和６年度デジタルを活用した食のリーディングカンパニー育成支援事業 通常枠採択事業 

（２）令和７年度デジタルを活用した食のリーディングカンパニー育成支援事業 （通常枠）新規採

択事業 

３ 第４条第１項（７）の定める割合は採択申請時の割合で判断し、その後割合が変更となった場合で

も、正当な理由のある変更の場合は、採択結果や交付決定結果に影響は及ばない。 

 

（補助対象経費） 

第１０条 補助対象経費は別表のとおりとする。 

 

（補助金の額等） 

第１１条 補助率は２／３以内とし、補助金額の算定に当たっては千円未満の端数は切り捨てるもの

とする。 

２ 補助金の交付限度額は、各年度１，０００万円を上限とし、補助対象期間は２年度以内とする。 

３ 補助対象期間中の各年の交付申請限度額は、原則、第５条の規定により策定した事業計画に記載

の補助金見込額を上限とする。 

 

（支援対象事業者の採択申請） 

第１２条 支援対象事業者として採択を受けようとする者は、別に定める募集要項等に基づき、定め

られた期間内に事前相談シートを提出の上、採択申請書（様式第１号）、事業計画書（様式第２号）

及び誓約書（様式第３号）により知事に申請するものとする。 

 

（採択の決定） 
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第１３条 知事は、前条の申請があったときは、別に定める審査委員会の審査及び意見に基づいて、補

助金を交付する事業者を採択する。 

２ 知事は、前項の結果を採択結果通知書（様式第４号）により通知するものとする。 

３ 知事は、第１項の採択をする場合において、事業計画に一部修正を加え、又は条件を付すことがで

きる。 

 

（採択の取り消し） 

第１４条 知事は、前条第１項で採択された者が次に掲げるいずれかに該当する場合は採択を取り消

すことができる。 

 （１）事業計画を確実に実施することができないと認められたとき。 

（２）前条第３項の規定による修正又は条件に違反したとき。 

（３）偽りその他不正な手段により採択を受けたとき。 

  

（補助金の交付申請） 

第１５条 支援対象事業者が補助金の交付を受けようとするときは、第１３条第２項の通知を受けた

後１ヶ月以内に、要綱に定めるところにより、補助金等交付申請書（要綱様式第１号）、事業実施計

画書（要綱様式第２号）及び収支予算書（要綱様式第３号）のほか、事業計画書（様式第２号）を添

付して、知事に申請するものとする。 

２ 事業計画が２カ年に及ぶ場合は、年度毎に補助金の交付を申請するものとする。 

 

（補助金の交付決定） 

第１６条 知事は、前条による申請があったときは、その内容を審査し、予算の範囲内で補助金の交付

を決定するものとする。 

２ 知事は、前項の決定をしたときは、要綱に定める補助金等交付決定通知書（要綱様式第７号）によ

り、補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）に通知するものとする。 

 

（事業実施期間） 

第１７条 令和７年度において、補助事業の実施期間（以下「事業実施期間」という。）は、前条第２

項の通知があった日から、補助事業者が補助金等交付申請書に明記した完了の日、又は、令和８年２

月２７日いずれか早い日までとし、令和８年度において、事業実施期間は、前条第２項の通知があっ

た日から、補助事業者が補助金等交付申請書に明記した完了の日、又は、令和９年２月２６日のいず

れか早い日までとする。 

２ 補助事業者は、原則として、前条第２項の規定に基づく交付決定通知を受けた日以降に補助事業

に着手するものとする。ただし、事業の効果的な実施を図るうえで、緊急やむを得ない事情により交

付決定前に着手する必要があり、当該事業について事業の内容が的確である場合には、第１５条の

申請と併せて、交付決定前着工届（要綱様式第１４号）を知事に提出したのちに着手することができ

るものとする。 

３ 前項の交付決定前着工届を知事に提出した場合の事業実施期間の始期は、第１項にかかわらず、

事業に着手した日とする。 

 

（補助事業の変更） 

第１８条 補助事業者は、採択申請書に記載した内容に変更がある場合は、変更しようとする部分の

事業に着手する前に食のあきた推進課に連絡し、その指示を仰ぐものとする。 

２ 前項の内容が事業内容の変更に当たる場合は、要綱第３条の規定により交付条件等変更承認申請
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書を提出し、県による交付決定の変更等の通知があるまではその部分に着手してはならない。 

３ 前項の規定に違反した場合は、その部分は補助事業の内容とは認められないものとする。 

４ 事業内容の変更に当たるかどうかについては、事業経費の３０％以上の増減の他、要綱第３条の

規定にかかわらず、事業内容の本質における部分の変更かどうかで判断する。 

 

（補助金の額の確定等） 

第１９条 令和７年度においては、補助事業者は、事業が完了したときに、その日から起算して３０日

を経過した日、又は、令和８年２月２７日のいずれか早い日までに、要綱に基づく実績報告書（要綱

様式第１０号）を知事に提出しなければならない。また、令和８年度においては、補助事業者は、事

業が完了したときに、その日から起算して３０日を経過した日、又は、令和９年２月２６日のいずれ

か早い日までに、要綱に基づく実績報告書（要綱様式第１０号）を知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項に基づく実績報告書の提出があった場合は、当該報告に係る書類の審査及び現地調

査等により、交付すべき補助金の額を確定するとともに、確定した額と交付決定額に差異がある場

合は、当該補助事業者にその旨を通知しなければならない。 

３ 知事は、補助事業者から前項により額を確定した後に補助金の請求があったときは、補助事業者

に対し補助金を支払うものとする。 

 

（協議） 

第２０条  補助事業者は、自らの責めに帰さない理由により補助事業計画の遂行に支障が

生じた場合は、その取り扱いについて、知事と協議し、承認を受けなければならない。 

 

（遂行状況報告） 

第２１条 補助事業者は、事業の遂行状況について、各年度１０月１日から同月末日までに当該年度

の補助事業等遂行状況報告書（要綱様式第９号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の提出に当たっては、報告書の内容が分かるよう食のあきた推進課の指示する書類を添付す

るものとする。 

 

（中間評価） 

第２２条 事業計画が２年に及ぶ補助事業者は、当該年度において翌年度も事業を希望する事業者の

事業が全て終了した後の会計年度終了の日までに県が開催する中間評価会において、補助事業の進

捗状況及び翌年度以降の事業計画について中間報告書（様式第６号）により報告し、審査委員による

中間評価及び事業計画の実現に向けた指導・助言を受けるものとする。 

２ 支援対象事業者は、前項の評価及び指導・助言を踏まえ、事業計画の推進に努めるものとする。た

だし、予算の状況や、年度における実績の評価が低い場合等は、次年度の補助金の減額又は交付しな

い場合があるものとする。 

 

（補助金の返還等） 

第２３条 知事は、財務規則及び要綱の規定によるほか、支援対象事業者が次の各号のいずれかに該

当するときは、第１６条に基づき行った交付決定通知の全部又は一部を取り消し、既に交付した補

助金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

（１）この要領の規定に違反したとき。 

（２）補助金を補助対象事業以外の用途に使用したとき。 

（３）交付決定の内容に違反したとき。 

（４）偽りその他不正の手段により補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 
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（５）災害、倒産その他知事がやむを得ないと認められる場合を除き、交付決定日以後、第５条に定

める事業計画の期間中に、事業計画に基づく事業を廃止したとき。 

 

（認定の承継） 

第２４条 合併、譲渡、相続その他の事由により、支援対象事業者から補助事業を承継した者は、承継

後も補助事業を継続して行う場合、当該認定を承継することができる。 

２ 前項の規定により、支援対象の承継を受けようとする者は、事業を承継した日から起算して３０

日を経過する日までに認定承継申請書（様式第７号）を知事に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

３ 知事は、前項の承認に当たり必要があると認めるときは、審査委員会の意見を聴くものとする。 

４ 知事は、第２項の承認をする場合において、事業の目的を達成するために必要な条件を付すこと

ができる。 

５ 支援対象の承継の承認は、認定承継承認通知書（様式第８号）によるものとする。 

 

（財産の管理） 

第２５条 補助事業者は、補助事業により取得した財産又は効用の増加した財産を善良な管理者の義

務をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効果的な運用を図らなければならな

い。 

 

（財産処分の制限） 

第２６条 補助事業者は、取得財産等のうち、取得価額が５０万円以上のものを、知事に 対して協議

し、承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保

に供してはならない。 

２ 前項の規定は、補助金が交付された会計年度終了後、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間（当該期間が１０年を越えるものについては、会計年度終

了後１０年を限度）を経過した後においては適用しないものとする。 

３ 第１項の規定による知事への承認を申請する場合、又は、前項の期間内に取得財産等を移転、更新

又は生産能力、利用規模若しくは利用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を行う必要が生じた

ときは、取得財産目的外処分承認申請書（要綱様式第１３号）を知事に届け出るものとする。 

４ 知事は、前項の承認をする場合は、補助事業者に対して、残存簿価又は財産処分により生じる収益

（損失保証金を含む。）のいずれか高い金額に、補助金交付額が事業費に占める割合を乗じて得た額

の納付を命ずることができる。 

５ 前項の規定は、補助事業者の責めに帰すことができない、又は、やむを得ない事由による財産処分

の場合は、適用しない。 

６ 知事は第１項の協議がなく財産処分のあったと認められるときは、既に交付した補助金の全部又

は一部の返還を命ずることができる。 

 

（帳簿等の整備、保存の義務） 

第２７条 補助事業者は、補助事業の経理に係る帳簿等を別途作成し、他の経理と明確に区分してそ

の収支を記録しなければならない。また、経費の支払いに係るすべての証拠書類（見積書、発注書、

契約書、請書、納品書、請求書、支払指図書、領収書等債務の発生事実及び支払いに当たって作成又

は取得した一切の書類）を整理して保管しなければならない。なお、これらの帳簿類及び証拠書類に

ついては、補助事業終了後５年間保存するものとし、知事の求めがあった場合においてはその内容

を開示しなければならない。 
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（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第２８条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により、当該補助金に係る

消費税等仕入控除税額が確定したときは、消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（様式第

９号）により速やかに知事に報告しなければならない。ただし、確定した消費税等仕入控除税額が、

実績報告書において減額した消費税等仕入控除税額 を上回らない場合は提出を要しない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ず

ることができる。 

 

（暴力団排除に関する誓約） 

第２９条 補助事業者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申請前に確

認しなければならず、採択申請書への記載及び提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（その他） 

第３０条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則  

この要領は、令和６年４月１１日から施行する。 

この要領は、令和７年４月１日から施行する。  
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別紙              

暴力団排除に関する誓約事項 

 

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、

また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたし

ます。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 

 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴力

団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）  

(２) 暴力団員（暴力団対策法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

(３) 暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団の威力を背景に暴力

的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しくは暴力団員に対し資金、武器等の供給を行

うなど暴力団の維持若しくは運営に協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）  

(４) 暴力団関係企業（暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元

暴力団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し

若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは

運営に協力している企業をいう。）  

(５) 総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあ

り、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）  

(６) 社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうして、不正な利益を求

めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）  

(７) 特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的な繋がり

を有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。）  

(８) 前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者  

ア 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認められること。  

イ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与していると認められること。  

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって前

各号に掲げる者を利用したと認められること。  

エ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる

こと。  

オ その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、社会的に非難されるべ

き関係にあると認められること。  
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別記（第４条関係）  

 

（１）風俗営業・性風俗特殊営業等、「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（昭和２３年

７月１０日、法律第１２２号）により規制の対象となるもの。 

（２）競輪・競馬等の競走場、競技団（小分類８０３に含まれるもの。） 

（３）場外馬券売場等、競輪競馬等予想業（細分類８０９６に含まれるもの。） 

（４）興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。）（細分類７２９１に含まれ

るもの。） 

（５）集金業、取立業（公共料金又はこれに準じるものは除く。） 

（６）易断所、観相業、相場案内業（細分類７９９９に含まれるもの。） 

（７）宗教（中分類９４に含まれるもの。） 

（８）政治・経済・文化団体（中分類９３に含まれるもの。） 
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別表（第１０条関係） 

 費目 内容 

新

商

品

や

新

技

術

の

開

発

に

係

る

経

費 

機械装置費 

新製品や新技術開発に資する機械装置等（機械・装置、計測機器、工具・治具・

器具（測定工具・検査工具、電子計算機、周辺機器 等））の購入、改良、据付

又は修繕等に要する経費 

○単価 50 万円(税抜き)以上の機械装置については、２年間の補助対象期間中の補助合計

額の上限を 1,500 万円とします。 

○単価 50 万円（税抜き）以上の機械装置については、財産処分の制限期間内での貸付・

転売等を知事の承認を受けずに行うことはできません。場合によっては、補助金の一部

返還が生じることがあります。 

○据付は、機械装置の設置と一体で捉えられる軽微なものに限ります。（設置場所の整

備工事や基礎工事は補助対象外です。） 

原材料費 

試作品の開発に必要な原材料及び副資材の購入に要する経費 

○補助期間内に消費可能な量が対象となります。（残余原材料は対象外） 

○在庫品を使用する場合は補助対象外です。 

○実際に販売する商品の製造に要する原材料費は補助対象外です。 

技術導入費 

外部からの技術指導や知的財産権の導入に要する経費 

○社外の専門家から技術指導を受けるために要する経費（コンサル費用、謝金等） 

○大学や公設試験研究機関等との共同研究契約に基づき支払う負担金 

○特許権や実用新案権等の産業財産権の使用料 

○技術指導を受けるための旅費 等 

外注加工委託費 

設計・加工及び分析・検査等の外注に要する経費 

○補助事業者が直接実施することができないもの、効率性・合理性等の観点から実施す

ることが適当でないものが、対象となります。 

○補助上限額は、各補助事業年度の補助金額の２分の１以内となります。 

知的財産権取得費 

特許権の取得等に要する経費（明細書作成等の弁理士の手続き代行費用、外国

特許出願のための翻訳料等） 

○特許権の取得等に要する経費で、試作開発と密接に関連し、かつ、成果の事業化に必

要となるものに限ります。 

○特許等出願手数料、審査請求料、登録料自体は補助対象外です。 

リース料 

新製品や新技術の開発等の成果として製品化（量産化）に必要な機械設備のリ

ース料 

○交付決定後の契約で、補助事業期間中に要する経費のみ対象となります。 

販

路

拡

大

に

係

る

経

費 

マーケティング 

調査費 

自社製品等のマーケティング調査に要する経費 

○当該補助事業の成果の販路拡大のために行うマーケティング調査に要する経費で、マ

ーケティング調査会社に支払われる業務委託料や展示会等を視察するための旅費等。 

展示会等出展費 
自社製品等を展示会等に出展するために要する経費 

○展示会等出展に要する経費で、出展小間料、会場設営費、旅費等。 

広告宣伝費 

自社製品の広告宣伝のためのパンフレット等の作成、広告媒体等の活用に要す

る経費 

○広告宣伝のための経費で、自社製品に係るパンフレット製作費や広告出稿料等。 

人材育成費 

専門家やコンサルタント、社外研修等の活用により、営業担当社員の指導育成

や営業体制の強化等に要する経費 

○専門家謝金、コンサルタント料、研修受講料、旅費等。 
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生

産

性

向

上

に

要

す

る

経

費 

機械装置費 

生産性向上に資する機械装置等（機械・装置・計測機器、工具・器具・器具（測

定工具・検査工具、電子計算機、周辺機器 等））の購入、改良、据付又は修繕

等に要する経費 

○単価 50 万円(税抜き)以上の機械装置については、２年間の補助対象期間中の補助合計

額の上限を 1,500 万円とします。 

○単価 50 万円（税抜き）以上の機械装置については、財産処分の制限期間内での貸付・

転売等を知事の承認を受けずに行うことはできません。場合によっては、補助金の一部

返還が生じることがあります。 

○据付は、機械装置の設置と一体で捉えられる軽微なものに限ります。（設置場所の整

備工事や基礎工事は補助対象外です。） 

人材育成費 

専門家やコンサルタント、社外研修の活用により、技術担当職員の指導育成や

生産体制の強化等に要する経費 

○専門家謝金、コンサルタント料、研修受講料、旅費等 

 

リース料 

生産現場での DX や IoT 導入、システムによる生産管理等、ソフトウェアの

ライセンス使用料やサブスクリプションに要する経費 

○生産性向上に資すると認められる費用のみ対象となります。 

企

業

価

値

向

上

に

要

す

る

経

費 

認証制度等取得費 

ＨＡＣＣＰ、ＦＳＳＣ、ＪＦＳ等の認証取得に要する経費やＢＣＰの策定に

要する経費で企業価値向上に資するものと認められる経費 

○専門家指導に要する経費等。 

○策定したＢＣＰに基づいて行う緊急事態への備えに係る費用等は補助対象外です。 

SDGs 推進費 

ＳＤＧｓの掲げる１７の目標に向けた取組に要する経費 

○ＳＤＧｓに対応した新製品の開発や、事業継続及びガバナンス等に係る専門家指導、

地元の学校を通じた環境啓発等に関する教育活動等に要する経費 

○ＳＤＧｓを推進する事業者への寄付等は補助対象外です。 

女性活躍推進費 

女性の働きやすい職場環境づくりに要する経費 

○女性向けの企業 PR パンフレットや動画作成や、女性職員を対象とした研修の実施、女

性専用のトイレや更衣室等を設置等に要する経費等。 

○老朽化等による設備更新は補助対象外です。 

企業情報発信費 
企業情報を発信するためのホームページの作成・更新等に要する経費 

○ホームページ作成・更新のための業務委託料等。 

その他 
健康経営や ESG 等、企業価値向上の取組に要する経費 

デ

ジ

タ

ル

化

関

係

経

費 

デジタル化 

関係経費 

上記に要する経費で、ＡＩ及びＩｏＴ技術などを活用して行うデジタル化関

係経費 

○生産性向上に資すると認められる費用のみ対象となります。 

○一定程度独自の判断が出来るロボットアームや、在庫と受発注を一体化したシステム

の導入、ＡＩ等を活用して不良品を検知するシステムの導入など 

○汎用性があり、目的外使用として他業務においても利用可能な物品購入に係る経費は

補助対象外です。（パソコン、プリンタ、タブレット端末、スマートフォン及びデジタ

ル複合機等） 

そ

の

他 

その他 

事業内容を精査のうえ、審査会において特に必要と認められた経費で、補助対

象外経費に該当しないもの。 

 申請のあった各経費については、審査会において必要と認められた経費に限り補助対象とします。 
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※ 試作品について 

展示会等へ出展すること及び評価のために試験機関やユーザーに必要な個数を無償譲渡・無償貸与することは可能です

が、有償で譲渡するなど営利活動に利用することは認められません。 

 

※ 単価 50 万円（税抜き）以上の機械装置や構築物等について 

財産処分の制限期間内での貸付・転売等を知事の承認を受けずに行うことはできません。場合によっては、補助金の一

部返還が生じることがあります。 

 

※ 機械装置費に係る中古品の取扱い 

補助対象経費は、取得先の帳簿価格と取得価格のいずれか低い価格とし、取得に際し必要な修理、改良等を加えている

場合は、補助対象経費に加算してよい。なお、取得先の帳簿価格の把握が困難な場合については、新品時の購入年度が

明らかであって、カタログ等により購入価格が適正であることが明らかな場合に限り対象とする。ただし、古物商等か

ら中古の機械及び装置等を取得する場合にあっては、取得価格を補助対象経費とする。 

 

※ 旅費について 

目的に即して各費目に計上します。補助事業遂行のために雇用者又は専門家等に支払われる旅費で、日当・食費相当額

を除いたものを補助対象とします。 

○ 旅費に含まれる消費税及び地方消費税は補助対象外とする。 

○ 鉄道及び航空運賃等で消費税額が明記されていない場合は、運賃等から消費税相当額 10％を減じた額を補助対象

とする。 

○ 宿泊費に含まれる入湯税は、補助対象外とする。 

○ 交通費は、企業の旅費規程や県の旅費規程に基づき、経済的かつ合理的な通常の経路及び方法による移動に要した

経費を補助対象とする。ただし、業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により経済的かつ合理的な通常の経路

又は方法によって移動し難い場合には、その実際の経路及び方法により要した経費を補助対象とする。 

○ 原則として自家用車・社用車等の使用に要する経費（燃料代等）、タクシー代、レンタカー利用料、有料道路利用

料、駐車場代等は補助対象外とする。 

○ グリーン席及びファーストクラス等特別に付加された料金等は補助対象外とする。 

○ 宿泊費は、経済的かつ合理的な範囲における宿泊に限り、１泊につき１１，８００円（税抜き１０，７２７円）を

上限とし、食費は補助対象外とする。 

○ 宿泊費に食費が含まれており、食費の額が分からない場合は、１食あたり１，３００円（税込み）を食費相当額と

して減額する。 

○ 各種ポイントやクーポン、マイレージ等を利用して支払われた旅費は補助対象外とする。 

○ 全国旅行支援等の事業を活用して支払われた旅費は、補助対象外とする。 

 

※次のいずれかに該当する経費については、補助対象外となります。 

○ 人件費 

○ 飲食代、交際費、事務経費、その他経常的経費、事業実施に必要と認められない経費 

○ 親会社、子会社、グループ企業等関連会社（資本関係のある会社、役員を兼任している会社、代表者の親族（３親

等以内）が経営する会社等）、代表者の親族との取引であるもの 

○ 日本の特許庁に納付される特許等出願手数料、審査請求料及び登録料等 

○ 事務所等に係る家賃・保証金・敷金・仲介手数料 

○ 事務所等に係る光熱水費、電話代、インターネット利用料金等の通信費 

○ 商品券等の金券の購入費 

○ 文房具などの事務用品等の消耗品代、雑誌購読料、新聞代、団体等の会費 

○ 不動産の購入費（信用保証料は除く）、自動車等の車両の購入費・修理費・車検費用 

○ 税務申告、決算書作成等のための税理士、公認会計士等に支払う費用及び訴訟等のための弁護士費用 

○ 消費税 

○ 金融機関等への振込手数料（代引手数料を含む） 

○ 各種保険料、借入金などの支払い利息及び遅延損害金 

○ 汎用性があり、目的外使用として他業務においても利用可能な物品購入に係る経費（パソコン、プリンタ、タブレ

ット端末、スマートフォン及びデジタル複合機等） 
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○ 他者の所有に属する財産の取得費、及び修繕費 

○ 上記のほか、公的な資金の用途として社会通念上不適切と認められる経費 

○ 当該年度の補助金交付決定日よりも前に発注、購入、契約、または事業期間終了後に納品、検収等を実施したもの 

○ クレジットカードで支払いをしたもの（経費支払いの手段が、クレジットカードに限られる場合を除く） 


